
(1).地域の企業のＥＳＧ経営を支える地域共生型の再エネの役割
(2).地域の再エネ導入・活用を支える地域再エネ会社の取組

地域資源を活用した地元企業のＥＳＧ経営の取組



1. 政策動向をふまえつつ、自身の来歴であるエネルギー事業者の視点から、いかにして

民間企業をまきこみ、ESG投資を投入しゼロカーボンを実現していくのか?

2. グリーン成長戦略と、脱炭素ロードマップのキーメッセージから、地域企業のＥＳＧ
経営を支える地域共生型の再エネの役割について現状と課題をご紹介

3. 地域独自のPPAモデルを活用し、地域の再エネ導入・活用を支える地域再エネ会社
の先進事例をご紹介し脱炭素から始まるローカルSDGsの実践イメージをつかんでい
ただく

本日の主旨



政 策 動 向はじめに

2050年 カーボンニュートラル宣言の目指すところ

2050年電化時代
電力部門の大前提は脱炭素



企業をとりまくルール変更はじめに

企業を取り巻く環境

中小企業もESG経営(脱炭素)が営業許可証に
自治体には営業許可証発行義務がある



ESG経営、特に脱炭素経営が「営業許可証」にはじめに

自治体/企業にむけ再エネ供給インフラ整備(営業許可証発行)義務がある

✓ 2050年は電化時代 100年に一度のエネルギー変革の時代
✓ 化石系エネルギー会社は、再エネ電力会社へ移行

(経産省:電力部門の脱炭素化は大前提)

✓ TCFD、SBT、RE100宣言急増
✓ 中小企業(大手企業サプライチェーン)にも、再エネ化の波
✓ 早々に再エネ争奪戦の時代に

✓脱炭素経営が営業許可証に
✓ 地域に再エネ供給インフラなければ企業流出の懸念



経済と環境の好循環の実現

グリーン成長戦略が想定する潜在市場

2050年カーボンニュートラルにむけての課題を知る



グリーン成長戦略にみる主力事業政 策

経済と環境の好循環

FIT市場 /経済性あり : 大企業が主幹となる事業領域



グリーン成長戦略で注目の地域潜在市場政 策

地域に託された「非FIT型太陽光 260GW」は誰が開発するのか?

非FIT市場×小口 / 営業効率悪く、推進者不在



2050カーボンニュートラルにむけて、そもそもの課題課 題

FIT終焉を視野に、地域共生・富の地域循環を満たす新たな移行戦略が必要



2050カーボンニュートラルにむけて、そもそもの課題

FIT終焉を視野に、地域共生・富の地域循環を満たす新たな移行戦略が必要

課 題



課題山積の再生可能エネルギー開発

脱炭素ロードマップにみる地域戦略

地域からはじまる次の時代への移行戦略



国地方脱炭素実現会議移行戦略

地域の取組と密接に関わる「暮らし」「社会」分野を中心に、国民・生活者目線での2050年脱炭素社会実現に
向けたロードマップを及びそれを実現するための関係府省・自治体等の連携の在り方等について検討

同会議の成果の一つ
として、「地方からは
じまる、次の時代への
移行戦略」を掲げる



脱炭素ロードマップにみるキーメッセージ移行戦略

地域に託された260GW / 推進プレイヤーは 自治体、金融機関、中核企業



脱炭素ロードマップにみるキーメッセージ移行戦略

非FIT(自家消費型太陽光)を地域共生・裨益型 / PPAモデルの最大活用



脱炭素ロードマップにみるキーメッセージ移行戦略

地方からはじまる次の時代への移行戦略 / 地域共生・富の地域循環



脱炭素ロードマップにみるキーメッセージ

地域が主体となり、PPAモデルで、富の循環を目指す自家消費型太陽光を普及

金融機関・地元中核企業2.地域の非FIT推進者

非FIT  (自家消費型太陽光)1.再エネ賦課金↑対策

地域共生・裨益型
3.自家消費型太陽光
意義重点メッセージ

地域課題の解決 (防災拠点)4.ローカルSDGs

富の地域循環・地域主体の事業6.エネ域外収支▲改善

PPAモデル(費用負担ゼロ)5.普及の創意工夫

まとめ



非FIT型再生可能エネルギー代表格

自家消費型太陽光 現状と課題



自家消費型太陽光 現状と課題調 査

地域の中小企業に提案・施工できるPV施工事業者育成が必要

終焉



自家消費型太陽光 現状と課題調 査

電気代15～18円/kwhの契約電力量は、12～15円/kwhよりむしろ大きい



自家消費型太陽光 現状と課題調 査

円/Kwh単価まで、試算できるスキル/電力負荷・金融・税金・シミュレーション



自家消費型太陽光 現状と課題調 査

メリットは理解/中小企業として、借入してまでの導入優先順位は低い



自家消費型太陽光 現状と課題まとめ

15円/kwh(35%)以上メリット2.経済性(中小企業)

施工事業者 大手PPAの囲い込み
地域・中小むけ提案人材減少

1.FIT終焉

高圧電気・金融・節税・補助金3.提案力

借入までして導入したくない4.コロナの時代

地域・中小企業の自家消費は、費用負担ゼロ/PPA事業者に任せてしまえ



脱炭素ロードマップ/自家消費導入にむけての創意工夫例

PPAモデルとは



PPAモデル / スキーム解説事 例

地域・中小企業にPPA提案がない本当の理由とは?



PPAモデル / スキーム特性事 例

地域・中小企業にPPA提案ができない本当の理由は信用力



地域・中小企業の信用リスクヘッジをキーとする

PPAモデル 先進事例

地域(PPA)エネルギー会社からはじまるローカルSDGs



地域(PPA)エネルギー会社設立の動き先進事例

損害保険会社のリスクマネジメントノウハウを活用(「保証機関」)設立



地域再エネ会社から始まるローカルSDGsとは

与信リスクがヘッジされることで
金融機関が動き出す



地域(PPA)エネルギー会社設立の動き先進事例

①地域金融
脱炭素・SDGs提案
(RE100・TCFD)

④地域ハ
ザードマップ

掲載

⑤防災情報公開

⑥自治体
地域ハザードマップ連
携

⑦地域の施工会社育成
(富の地域循環)

③防災拠点
(裨益的)

⑨地域商社として
再エネ電気のふるさと納

税
(富の地域循環)

⑩まちづくり会社として
ふるさと納税のソーシャル
インパクトボント活用
(若者の起業支援)
(富の地域循環)

➁自家消費
(脱炭素)

⑪自家消費電力
Jｸﾚｼﾞｯﾄ化

⑧地域資金の活用
(富の地域循環)

⑫県内版グリーンファイ
ナンス(富の地域循環)

⑮営農型太陽光への応用

⑭自治体再エネ電力
(リバースオークション)

自治体

⑬自治体がSDGs評価
(地域企業のSDGsブランド)



地域(PPA)エネルギー会社設立の意義さいごに

民間企業にまるなげせず、強みを組み合わせ、ローカルSDGs



地域(PPA)エネ会社にESG投資を集約し脱炭素化を図るさいごに

(1).地域企業のＥＳＧ経営を支える地域共生型の再エネの役割
脱炭素は世界的営業許可証・通行許可証の有無は
早々に中小企業の死活問題となる・自治体には手配義務がある、
その営業許可証発行にも条件がある/地域共生・裨益型

(2).地域の再エネ導入・活用を支える地域再エネ会社の取組

課題.大手が手をださない理由がある。営業効率と地域・中小企業の与信リスク
創意1.解決策は与信保証/富の地域循環/地域(PPA)エネルギー会社を創設
創意2.地域P(PA)エネルギー会社に地域の資金(ESG投資)を呼びこむ
創意3.地域(PPA)エネルギー)会社から始まるローカルSDGs
(地域共生・裨益型、ふるさと納税、インパクトボンド・新産業創造、耕作放棄地に応用展開)



経 歴 境内 行仁

1993年 金融機関勤務を経て、大阪ガス(株)入社、エネルギー金融スキームの開発、
CO2削減(ビジネスモデル特許発明登録)モデルの開発、経産省への政策提言などに従事。

2003年 日本政策投資銀行と国内CO2削減ファンド㈲エナジーバンクマネジメント設立。
国内初のCO2削減クレジットビジネスを開始

2011年 大阪ガス㈱ 100%出資の新規事業開発会社 エナジーバンクジャパン㈱ 創設、
代表取締役 社長就任。

2012年 兵庫県あわじ環境未来島特区構想で、費用負担ゼロで大規模再エネ電源開発、神戸市垂水下水処理場
では、バイオガスと太陽光 W発電事業等 自治体との脱炭素共同事業を開始

2015年 以降、自治体、地域企業と共同し、地域再エネ発電所を全国50か所に設立。

2015年 (一社) 日本JP機構を創立、中小企業のSDGs支援事業開始
2018年 大手生命保険会社と中小企業の電力入札支援事業を開始

2021年 4月 大阪ガス㈱、エナジーバンクジャパン㈱代表取締役退任
5月(一社)日本再生可能エネルギー地域資源開発機構(RDo)創立、代表理事就任。
費用負担ゼロで、非FIT電源を開発するスキームの企画立案
富の地域循環に資する、自治体の脱炭素政策実現会社(地域エネルギー(PPA)会社)設立支援、

2021年 7月 (公財)地球環境戦略研究機関(IGES)フェロー兼任


